
発行：関西学院大学教務機構高等教育推進センター

 2014 年 3 月 31 日（6 号） 

＝第 6 号発行にあたって＝
　2013 年度を終えるにあたり、この一年間の FD活動について、各学部やセンター、大学院研究科それぞれの取り組みを紹介す

る恒例の特集記事を掲載いたしました。研究科によっては新規に委員会が立ち上げられたところもあり、今後の展開が期待され

ます。学位授与審査の基準などは、各研究科共通の課題として議論されているようですので、相互の情報交換が有効ではないか

と思われます。

　なお、学部に対してそうした情報交換を後押しするために、高等教育推進センターの発案で新たに FDフォーラムという企画

を実施いたしました。ニュースレターだけでは見えにくい各学部の具体的な取り組みを、所属部局の垣根を越えて、広く皆さま

に知っていただきたいと考えた次第です。概要は本紙の紹介記事をご覧ください。このような企画を今後も続けていくにあたっ

ては、「あの学部の実践例を詳しく知りたい」といったリクエストが寄せられることが、当方にとって大きな励みになります。

LUNAの活用事例も含めて、本紙掲載の情報をそのきっかけにしていただければ幸いに存じます。

高等教育推進センター副長（高等教育推進センターニュースレター編集長）　北村　昌幸　

LUNA 活用事例紹介

　LUNAサポートでは、現在本学のLMSシステムである「LUNA」に活用事例を掲載しており、前号に引き続きその一部を抜

粋してご紹介します。詳細は、「LUNAサポート」タブ内にある「LUNA活用事例」に記載していますので、ご参照ください。

◆社会学部　　田中　耕一先生の活用例◆
　◇　LUNAを使っている科目

　　⇒　【演習系授業】　基礎演習、研究演習　【クラス人数】　20名まで

　　⇒　【講義系授業】　社会学原論 A　【クラス人数】　700 名くらい

　◇　LUNAで使っている機能

　　⇒　【演習系授業】　お知らせ、教材、課題レポート

　　⇒　【講義系授業】　お知らせ、教材

　◇　社会学原論で、教材の紙での配布をやめるきっかけは何ですか？

　　⇒社会学原論の履修者が 700 名程であるとわかり、LUNAに教材をアップすることにしました。

◆クラス規模により、LUNA の機能を使い分けています

　　　20名までの演習系授業では、教材の掲載や課題レポートの提出に利用しています

　　　700 名もの講義系授業では、履修者に LUNAにアップした教材を印刷して持ち込んでもらいます

　　【教材を印刷して持ち込んでもらうための工夫】

　　　●　学生が毎回、LUNAにアップした教材を印刷してくるか不安があったが、LUNAのお知らせ機能で、教材をアッ

　　　　　プしたことを連絡して、印刷した教材を持ち込まないと答えられない小テストを実施している。

　　　　　小テストは、マークシートで行う。裏面のコメント欄に質問等を書いてもらい、次回の授業でフィードバックして

　　　　　いる。

　　【LUNAを活用して良かった点】

　　　◎　教材を印刷して準備する必要がない。

LUNA 活用事例紹介 …………………………………… 1
FD 活動報告について ( 研究科 ) ……………………… 3
FD 活動報告について ( 学部・センター等 ) ………… 6
講演会・ワークショップ開催報告 ………………… 11
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LUNA 活用事例紹介

◆ＰＣ教室授業で LUNA を利用して、課題を電子データで提出してもらうと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆	 成績管理を効率的に行うことができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆	 意欲のある学生の授業外学習を評価できます。

　　【授業の規模に応じて教材の掲載をわけています】

　　　　小教室クラス規模の授業では

　　　・	　準備学習等で関連する科目として、科目履修者以外も教材を参照できるようにするため、Yドライブを利用します。

　　　　大教室クラス規模（300 人以上）の授業では

　　　・	　学生が学内 PCで印刷できる枚数に制約があるため、教材を事前に印刷して授業に持ち込むことを課してはい

　　　　　ないが、欠席者のために Yドライブに教材をアップロードしている。

　　【「リモコン倶楽部」のデータと LUNAの課題管理を使って、授業出席者の課題を識別】

　　　・　授業中課題を当日中複数回提出可能に設定しているので、「リモコン倶楽部」で出席者をチェックしておくと、

　　　　　授業中に提出した課題を識別しやすい。

　　【課題提出は授業日中に複数回提出可能に設定にしています】

　　　・　学習意欲のある学生を評価したい。

　　　・　就職活動などで休んだ学生の自宅での学習を評価したい。

◆経済学部　　豊原　法彦先生の活用例◆
　　◇　LUNAを使っている科目

　　　⇒　【演習系授業】　経済情報処理、研究演習

　　◇　LUNAを使っている科目のクラス規模

　　　⇒　80名までのクラス規模、PC教室で行う

　　◇　LUNAを使っている科目の配布物

　　　⇒　教材も課題も電子データなので紙の配布が全くありません。

◆教育学部　中尾正広先生 の活用例◆
　　◇　LUNAを使っている科目

　　　⇒　【クラス規模】大教室・小教室　　【授業形態】講義系・演習系・情報系

　　　　　【配布物】科目によって様々

　　◇　どのようにして LUNAを知りましたか？

　　　⇒　関学に LUNAを導入するというアナウンスで知りました

　　◇　LUNAを使用するようになったきっかけは何ですか？

　　　⇒　LUNAの機能のうち、教材配布や課題レポート提出は便利だと思い使い始めました

◆教材と課題レポートについて LUNA と Excel と紙ベースを目的に合わせて使い分けています
　　【LUNAで行っている作業】

　　　●　教材のアップロードと課題レポートの機能を主に使用しています。

　　　●　アップロードした教材への学生のアクセス状況を確認し、状況によって学生に閲覧を促したり、アップロード

　　　　　の頻度を調整したりしています。

　　【LUNA× Excel で行っている作業】

　　　●　課題レポートが提出済みかどうかの確認は、一括ダウンロード機能は使わず成績管理画面で確認します。ただ

　　　　　し、最終的な評価はＥｘｃｅｌで管理しています

　　【LUNA×紙ベースで行っている作業】

　　　●　算数の課題では、図形描画など手書きが必要な場合、課題の提示や解説はＬＵＮＡにアップロードしますが、

　　　　　実際の提出と添削は紙ベースで行っています。
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◆神学研究科◆
　神学研究科の 2013 年度 FD研修会においては、春学期
に「アカデミック・ハラスメント」を主題として取り上げ、
その問題の重要性に関する認識を共有し、防止策を教員の
あいだで確認した。とくにゼミナールの個別論文指導とい
う環境における一般的な心得、また複数指導制の整備につ
いて懇談がもたれた。秋学期には「修士・博士課程申請論
文審査基準」を主題として取り上げた。これは 2012 年度
から継続された議題であり、今回は他研究科の基準をも参
考にしつつより具体的な基準項目に関する議論が行われ
た。今回の懇談をもとにして、今年度中に審査基準が決定
される予定である。同時に、前期課程の専門性を担保する
必要取得単位の細分化について、また後期課程の単位制・
キャンディデート制導入についても積極的な意見が交換さ
れた。

◆文学研究科◆
　今年度は、前年度述べた「文学研究科特殊講義」のあり
方に加えて、修士・博士学位の確実な取得に向けた指導体
制の構築について、大学院問題検討委員会を中心に検討を
進め、研究科委員会の FDの場でも認識共有に努めること
とした。2013年度は、大学院問題検討委員会を3回 (6/13,	
11/7,	12/19) 開催した。
　文学研究科は３専攻 12領域からなり、研究方法も文献
研究から実験・臨床系にいたる多岐にわたっている。こう
した領域的・方法的な多様性は、定型的な研究指導とは相
容れないことから、これまで研究指導のあり方は主として
各領域および指導教員の裁量に任されてきた。しかし、従
来、後期課程進学後 10年以内であった課程博士取得年限
が学位規程の改正により 2006 年度入学生から６年に短縮
される一方、学界や社会的要請としても確実な博士号取得
が求められてきたことから、文学研究科としても組織的取
り組みの必要が自覚され、この間の自己点検評価活動など
でもその点を重視してきた。こうした取り組みをさらに進
めて、研究科が組織的に大学院生の研究活動の進捗活動と
さらなる課題を把握するとともに、すでに実施してきた厳
正な学位審査体制の検討を進め、より集団的な指導を可能
にする新たな方策を導入することとした。

◆社会学研究科◆
　社会学研究科では、主に以下の４つの活動を行なった。
(1)　2014 年度に開講する授業科目とそれらの担当者につ
いて、大学院 FD委員会において、カリキュラム・ポリ
シーを鑑みつつ検討を行なった。

(2)　アドミッション・ポリシー、ディプロマ・ポリシー、
カリキュラム・ポリシー、履修モデルについて、大学
院 FD委員会において検証を行なった。

(3)　学生を対象とし、授業に関するアンケートを春学期

と秋学期に各一回実施した。これは、授業・カリキュラ
ム構成・学習環境の充実を目的としたものである。集
計後、院生会と研究科副委員長・研究科委員長補佐と
で夏と冬に計二回の会合を持ち、アンケート結果をめ
ぐる話し合いを行なった。大学院 FD委員会では、アン
ケート結果および院生会との話し合いの内容について、
報告と懇談を行なった。

(4)　院生教育のサポートのための科目「先端社会講義（研
究）I	/	J」の成果および改善を要する点について、担当
教員と研究科副委員長・研究科委員長補佐との間で各
学期末に振り返り会を実施し、その内容について大学
院 FD委員会で報告と懇談を行なった。

◆法学研究科◆
　法学研究科では、大学院運営委員会が FD活動を担って
おり、例年、教務課アンケートと共に法学研究科独自アン
ケートを実施して、大学院生の要望を調査し、それを基に
FD検討会を開催している。昨年度も大学院教務担当者と
院生代表との間で検討会が行われたが、今年度は規模を拡
大し 7月 26日に大学院運営委員全員と後期課程院生、前
期課程院生（プログラム別）による FD 検討会を行った。
この検討会で、選択必修科目と他の授業科目との時間帯の
重複、外国文献科目の充実等の問題が提出され、同日の開
催の大学院運営委員会において来年度からの改善策を検討
した。秋学期末の授業評価アンケートでもさまざまな要望
がでており、次年度に向けて検討していきたい。
　また、従来、法学研究科からは EUIJ 科目を提供してお
らず、Certificate 取得のため他大学大学院にまで受講にい
かなければならなかったが、今年度より法学研究科からも
一定数の授業を提供することにより院生の便宜を図ること
となった。他学部卒院生と法学部卒院生とを同時に教育す
る際の問題の改善については引続き検討する必要がある。

2013 年度ＦＤ活動報告について（研究科）

◆経済学研究科◆
　経済学研究科における 2013 年度の FD活動の支柱とし
て、学部FD委員会から独立した研究科FD委員会を創設し、
独自の活動を始めた事が挙げられる。FD活動の在り方に
ついては学部と研究科の間には共通点も様々に存在するも
のの、少数の学生へのより高度な教育の場である研究科な
らではの課題等も少なくない。その意味において、研究科
独自の FD委員会を創設したことは意義ある第一歩と考え
ている。
　今年度の具体的な活動としては、（１）基幹科目を中心
とした授業担当者による受講者の授業理解度、準備状況、
潜在的問題点等に関する詳細な情報・意見交換会の開催、
及び（２）授業アンケート調査の実施とその結果の確認と
議論、の 2つが挙げられる。入学者の教育バックグラウ
ンドが多様化しつつある今日の大学院教育において、（１）
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◆商学研究科◆
　商学研究科での FD活動としては、大学院 FD委員会に
よる FD 活動を行うとともに、専任教員参加によるに FD
教授研究会（講演会、討論会など）などを行っている。
　2013 年度の大学院 FD 委員会は、７月 10 日（水）と
9月 10 日 ( 水 ) に開催した。研究科委員長から大学院 FD
委員会に対して、商学研究科のカリキュラムおよびシラバ
スについての定期的な検証を行い、その結果を 9月末ま
でに報告書として提出するよう諮問があり、その内容につ
いて検討を行い、報告書を作成した。また大学院独自の
問題として研究職コースの複数指導体制についても議論を
行った。
　2013 年度の FD教授研究会は、商学部と共同で 2回開
催され、多くの教員が参加し、参加教員との活発な質疑
応答があった。第 1回 FD教授研究会：2013 年 12 月 18
日（水）、講師：社会学部鈴木謙介准教授、演題：「ソー
シャルメディアとのつきあい方」。第 2回 FD教授研究会：
2014 年 2月 8日（土）、講師：国際学部平林孝裕教授、「本
学におけるアクティブラーニングの可能性と課題」。この
他にも、教授研究会として、商学部と共同で教員による研
究報告会を行っており、教員の研究活動の活性化を図って
いる。

◆総合政策研究科◆
　総合政策研究科では、2013 年度に独自のＦＤ部会を設
置し、年度当初より計 7回の委員会を開催、ＦＤ活動を
実践してきた。2013年度は本委員会の場で、まずアドミッ
ションポリシー、ディプロマポリシー、カリキュラムポリ
シーおよび学位審査基準等の確認・見直しを行ないその内
容を公表した。そして、ここ数年間に顕在化してきている
現行カリキュラムの問題点について懇談を行なった。
　前年度のＦＤ活動において、グローバル人材育成や他大
学等からの入学生の拡充を見据えた研究領域およびカリ
キュラムの再検討を始めたが、この流れを受けて、2013
年度には、継続してカリキュラム改正についての議論を進
め、2016 年度より新カリキュラムを導入できるよう内容
の精査・検討を順次行なっている。
　これに加えて、博士課程後期課程満期退学・再入学・論
文提出のフローを策定したり、修士学位取得プロセスを修
正することで、研究を効率的に進めるためのプロセスを教
員・大学院生に明確に示すことが出来た。
　また、2014 年度より全大学院生に対して研究計画書の
提出を義務付けることを決定し、研究指導内容のより一層
の充実を図ることとなった。

◆言語コミュニケーション文化研究科◆
　大学も含めた教育現場では、教員は学生に対してどうし
ても権力を持つ立場に立つことが多い。そのため、意図し
ない教員の発言が相手にとって様々な形でのハラスメント
に至る可能性がある。2013 年度の FD 活動として本研究
科では、2013 年 11 月 27 日にアカデミック・ハラスメ
ント、パワー・ハラスメントをテーマとした研修会を開催
した。
　「特定非営利活動法人　アカデミック・ハラスメントを
なくすネットワーク」代表理事である御輿久美子氏を講師
に迎え、氏がこれまでに経験した様々なハラスメントの具
体的な事例を挙げていただき、何が問題となるかという解
説を交えてお話をいただいた。当日は 16名の教職員が参
加し、講演を聴いたあと、具体的なケースを巡って熱心
に質疑応答がなされた。なお、当日やむを得ない理由によ
り欠席した教員にも後日資料を配布し、情報共有の徹底を
図った。
　この研修会を通して、教員として普段あまり意識するこ
とのない自身の言動を弱者の視点から振り返ることによ
り、潜在的なアカデミック・ハラスメント、パワー・ハラ
スメントを未然に防ぐ一助となったと考える。

の取り組みは教員間の情報交換を密にして問題意識を共有
することで、学生の授業理解度等の実情を十分に考慮した
きめ細かい教育の実践に繋がるものと考える。加えて（２）
の取り組みによって学生からのフィードバックを活用し、
授業の質の更なる向上を目指したい。

◆理工学研究科◆
　理工学研究科は大学院進学者が多く、大学院生を指導す
るための FD組織は重要である。昨年度より理工学研究科
の FD推進組織として、大学院理工学研究科 FD委員会を
設置している。昨年度から開講した英語のみで講義・研
究を行う国際修士プログラムは順調に進んでおり、現在
7名の学生が受講している。今年度の取り組みとしては、
webによる授業評価アンケートを試みた。これまではマー
クシート方式によるアンケートを行っていたが、今年度春
学期はweb による回答方法のみで実施した。しかし、回
答率が 19.5	% となり、昨年度春学期の回答率 37.1	% か
ら大幅な減少が見られた。そのため、回答率をあげる策を
検討し、秋学期はweb とマークシートの両方法を採用す
ることとした。その他、教員と学生とが一体となった新し
い教育方法を学ぶことを目的とし、理工学部 FD委員会と
共同でメンター制度に関する講演会を開催した（「島根大
学総合理工学部のメンター制度について」2013 年 11 月
7日　午後 1時 30 分〜午後 3時　６号館２０１号教室　
島根大学総合理工学部機械・電気電子工学科　教授　吉田
和信氏）。本セミナーを通じてメンター制度の重要性を認
識することができた。

◆人間福祉研究科◆
　人間福祉研究科では、2013 年度大学院諸問題検討委員
会と大学院 FD 委員会を別組織として計３回（同時開催）
開催した。主な活動は、以下の通りである。
(1)　前期課程中間報告会の開催
　今年度から 2年生を対象に 5月第 3 土曜日に実施。
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◆教育学研究科◆
　教育学研究科は例年、年度末に「大学院授業評価・FD
委員会」により FD研究会を開催している。今年度は「学
部授業評価・FD委員会」と共催で２月２８日に実施する
予定である（学部 FD 研究会は今年度２回目）。従って、
FD研究会実施以前に本報告書を提出しなければならない
ために、今年度研究会の報告及び議論の内容についてその
詳細を述べることができないことをお断りしておきたい。
　今年度の研究会は、「私立大学における教員養成教育に
ついて－政府・文科省の政策動向を見すえて」という論題
で本学部の芝田	正夫教授の報告をもとに学部や教職大学
院における教員養成政策動向について議論する予定であ
る。教員養成政策については、近年、修士課程における教
員養成、教職大学院における養成などさまざまな議論があ
り、まだ一定した方向が見えないのが現状である。今回の
研究会の議論の中身によってはその意義からして来年度に
報告することになるかもしれない。

◆司法研究科◆
　司法研究科では、研究科長を含む５名からなる自己評価・
ＦＤ委員会を毎月１回開催している。ＦＤ活動に関して今
年度は次のような活動を行なった。
(1)　授業評価：学生による授業評価アンケートを秋学期
最終授業時に実施した。評価結果はホームページ、事務
室で教職員、学生を対象に公開する。また、授業評価全
体集計表と授業評価結果報告書はホームページで公開し
た。2012 年度まで毎学期実施していたが、本年度より
１学期のみの実施に変更した。
(2)　授業参観：授業参観週間を設定して教員相互の参観

発表者は７名。実施後のアンケートでは学生、教員共々
非常に好評であり、今後の継続に期待が寄せられた。
(2)　シラバスの点検
　授業科目のシラバス点検を行い、目的と到達目標の明
確化など課題の共有を図った。
(3)　特別学生（社会人）の大学院第 2次入学試験の実施
　を決定
　本研究科の特質に合わせて、これまで実施していな
かった特別学生（社会人）の第 2次入学試験を前期・後
期課程共に、2015 年度入学から実施することを提案し、
決定した。
(4)　授業評価の実施
　春・秋学期共に実施。回収率は春学期53.3%と向上し、
春・秋共に各授業とも概ね非常に良い評価を得た。今後
も更に参加の呼びかけを強化する予定である。
(5)　後期課程指導教員の任用について
　後期課程の教育強化の必要性への認識に基づき、
2013 年 4 月に改定された基準により 2 名の教員が
2014 年度より任用されることになった。また今後の審
査に資するため、内規改正も行った。

を行った。また特定の授業を参観指定とし、終了後参観
教員と学生による意見交換、担当者と参観教員による意
見交換を行った。　
(3)　中間アンケートの実施：学期開始後第４週目に、授
業のスピード、進め方など授業運営に関するアンケート
を行い、５週目以降の授業運営の改善に活かした。
(4)　学生との個別面談の実施：春学期成績発表後、学修
状況を振り返ると同時に次学期以降の展望を明らかにさ
せるため「振り返りレポート」の提出を義務付け、担当
教員との個別面談を実施した。
(5)　FD ニュースの発行：自己評価・ＦＤ委員会において
ＦＤ活動に関して「ＦＤニュース」を作成して教員に配
付した。

◆経営戦略研究科◆
　経営戦略研究科では、2013 年 6 月 26 日に 2013 年度
第１回 FD委員会を開催し、2013 年度の活動方針として
教育研究会を 2013 年 10 月 23 日および 2014 年 3 月 5
日に開催することとした。2013 年 10 月 23 日の第１回
教育研究会では、以下のテーマで議論を行った。
　・「統一テキスト」について
　・「授業運営ノウハウ」共通化のメリット、デメリット
　　について
　・過去のＦＤの取り組み（「外部講師」「授業参観」「ベ
　　ストプラクティス」）を総括する。
　・「必修科目」のあり方について
　・授業科目担当者のローテーション（同一分野）につい
　　て
　2014 年 3月 5日の第２回教育研究会では、以下のテー
マで議論を行った。
　・専門職修士課程の教育方法のあり方について
　・博士課程後期課程の教育方法のあり方について
　また、教育研究会以外に今年度の FD委員会では、次の
点を確認、検討した。１．研究活動、実務活動等の教員の
活動報告を『ビジネス＆アカウンティング・レビュー』に
掲載するにあたって原稿作成の方針を検討し、各教員から
提出された原稿の内容を確認した。２．経営戦略研究科に
おける学会賞等受賞者の広報のあり方について、その報告、
紹介方法や、ホームページへの記載方法などについて検討
した。
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2013 年度ＦＤ活動報告について（学部・センター等）

◆神学部◆

　神学部では、6月 12 日に専任教員を対象に、「キャン
パス・ハラスメントの予防と対応」というテーマのもと
FD研修会を行った。これまでの取り組みを振り返りつつ、
また現在行われている学部・研究科の運営、教育、学生へ
の対応がキャンパス・ハラスメントの予防を意識したもの
であることを再確認し、予防と対応に関して懇談した。
　10月 30日には、第 2回 FD研修会として、今年度より
導入された「卒業論文」の指導ならびに審査方法について
話し合い、その評価基準を明確にするための討議を行った。
　2014 年 3月 3日には、総合支援センター・キャンパス
自立支援室のコーディネーターの方を招き、非常勤講師対
象の FD研修会を開催した。障がい学生への就学支援の課
題について学びつつ、どのようなサポート体制がとられて
いるかについて学んだ。さらに具体的な事例を挙げつつ、
教員・学部・キャンパス自立支援室が学生のために協力
体制を築いていくことの重要性について話し合われた。こ
の研修会は時として孤立し、一人で問題を抱え込む可能性
がある非常勤講師の方々に、互いに意見を交換し合い、大
学・学部との連携ならびに協力体制を強める機会となって
いる。

◆文学部◆

　文学部では、2013 年度のＦＤ活動として、2013 年 9
月 13 日と 2014 年 3 月 14 日に、人文演習担当者会を開
催した。人文演習は大学における学びの導入として、3学
科 11 専修全ての学生に対し、1年生の必修科目として課
している科目である。担当者会では授業実践の報告を行い、
この科目において共通のスキルとして教えるべきものや学
生の積極性を引き出す方法等について、活発に議論した。
また担当者それぞれの授業の進め方や提言をリポート集と
してまとめ、次年度以降に活用することとした。
　さらに 2014 年 3月 5日に「関学生の就職活動の実態」
という題でＦＤ研修会を行った。キャリアセンターから講
師を招き、近年の学生の志向や職業観、学生たちが抱えて
いる不安と実際の就職状況等について、理解を深めた。ま
た専門教育を通じて、学生の思考力や論理性・コミュニケー
ション能力を培うことの重要性を再確認した。

◆社会学部◆

　社会学部では授業内における工夫と洞察、直面している
困難と失敗例などを共有することを最重要視している。従
来から年に 2〜 3回、授業のあり方をめぐる教員間の議

論や研修の機会を設けており、ＦＤ委員会での審議を踏ま
えて年間計画を立て、組織的にＦＤに取り組んだ。
　11 月 27 日には、学生対応に関するＦＤ研修会を開催
した。学生対応の方法について講師からの研修を受けると
ともに、学生とかかわる際に感じる難しさや実践している
工夫について教員間で活発に議論が交わされた。
　3月 5日には、「社会学部の教育研究の質の向上のため
に」というテーマで学部懇談会を開催した。懇談会ではま
ず、新校舎竣工とあわせて 2014 年 4 月より本格化され
る社会学部ピア・エデュケーションの取り組みについて報
告と議論がおこなわれた。新校舎内に設置された共同学習
室の活用方法や教員のかかわりの必要性などについて活発
に意見交換をおこなった。後半では社会学部の将来構想に
ついて報告と議論をおこなった。新カリキュラム案の概要
と残された検討事項について説明があり、意見交換をおこ
なった。

◆法学部◆

　法学部では 2013 年 7 月 24 日と 12 月 4 日の 2 回に
わたって FD 研究会を行った。7 月 24 日は、1 年生必
修のスタートアップ演習を取り上げ、講師を派遣してい
る NKS および講師をゲストに迎え、本年度の教育内容や
TA・LA の起用のありかたについて振り返り検討した。ス
タートアップ演習は基礎的なスタディスキルを全学生に身
に着けてもらうことを目的に、2011 年度カリキュラムよ
り導入されている。この研究会における議論を受けて、学
部内に設置されている拡大カリキュラム委員会が次年度以
降のスタートアップ演習の運営方針について検討し、教育
内容の見直しと LAの全面的な導入を決定している。
　また 12 月 4 日の FD 研究会においては、LUNA の利用
方法について高等教育推進センターからのレクチャーを
受けた。ここでは他学部における LUNA の利用のされ方、
特に多人数科目や演習における利用実例が紹介され、それ
を受けて法学部教育における応用の可能性について検討し
た。次年度のスタートアップ演習においても LUNA の積
極的な利用を検討しており、LAおよび外部からの派遣講
師に対する研修に LUNA講習を含める予定である。

◆経済学部◆

　経済学部が 2013 年度に実施した FD活動は以下にまと
められる。
(1) 学部の「基礎演習」については 2013 年 4月 2日に担
当者会議を行い、前年度の基礎演習運営についての評
価、引き継ぎおよび注意事項の確認、質疑応答と議論を
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行い、現状と問題点について会議出席者による共有をは
かった。
(2) 学部の専門基礎科目「経済と経済学の基礎」の補習授
業について、2013 年 4月 2日に担当者会議を行い、引
き継ぎや注意点の確認、LAの活用などについて話し合
い、現状と問題点について会議出席者による共有をは
かった。
(3) 学部の専門基礎科目「経済と経済学の基礎」「現代経済
入門」「経済の歴史と思想」について、2013 年９月 18
日に担当者会議を学部 FD委員会との共催で行い、内容
など運営方法や注意点の確認、質疑応答と議論を行い、
現状と問題点について会議出席者による共有をはかった。
(4)2013 年 10 月 30 日に行われた高等教育推進センター
主催の FDフォーラムにおいて、経済学部の栗田匡相・
学部長補佐より、「経済学部のゼミ教育・キャリア教育
の取組と課題」について報告を行った。
(5)学部FD委員会により、シラバス点検体制の提案があり、
2014 年１月の教授会にて承認された。今年度から点検
作業を実施する。

◆理工学部◆

　理工学部では FD活動の一環として、毎年 FD活動経験
者或いは識者を講師に招いて講演会を開催している。これ
まで、大学生における数学の基礎力低下に対するリメディ
アル教育に関する講演を多く開催したが、過去 2年は基
礎科目として理科分野に対象を広げ、昨年度は立命館大学
理工学部における物理のピラーラーニングについての講演
会を開催した。これに対し今年度は基礎科目全般にわたる
授業効果向上を目指したシステム作りについて、広く見聞
を求めた。
　その結果、島根大学総合理工学部で行われている授業習
熟度向上のための補佐制度であるメンター制度についての
情報が得られたため、今年度は島根大学での本制度の責任
者である、島根大学総合理工学部機械・電気電子工学科教
授の吉田和信氏に講演を依頼した。
　講演では、「指導者」や「助言者」という意味を持つ「メ
ンター」という語を冠した本制度の概念及び制度立ち上げ
の経緯から、現在までの運用状況とその効果の客観的評価
までをお話し頂いた。大学院生をメンターとして雇用する
本制度が特に数学、物理学および化学を基礎とする分子科
学や物質科学分野で大きな効果をあげている現状が良く分
かった。一方、地学・環境学系のマクロな科学分野におい
ては効果が得られていない点も印象的であった。
　メンターとなる学生の資質や、メンターへの授業相談へ
受講生を振り向ける工夫に本制度の成否のカギがあった、
との重要な助言を吉田氏より頂いた。本学理工学部におい
ても、本質的にはメンター制度と言えるラーニングアシス
タント（LA）制度が存在するが、現在効果的に機能して
いるとは言い難い。LA制度の体系的改善に非常に有益な
情報であった。

◆総合政策学部◆

　2013 年度、総合政策学部は以下の３つの FD活動を実
施した。
　第 1に、FD・カリキュラム委員会で２回にわたって、
学部の各教科のシラバスが共通のルールに則って、漏れや
不備なく記載されているかを点検した。問題があるものに
ついては、担当教員に通知し、改善を求めた。
　第 2に、本学部で特に初年次教育において重要視して
いる「統計学」の教育について FD研修会を実施した。統
計学の基礎的な知識は、政策課題の発見と分析において大
変重要な意味を持っており、総合政策学部では「統計学Ⅰ」
を選択必修として位置付けている。受講生の数学に関す
る知識レベルの差や多すぎる履修者数などの点で、担当者
から様々な問題点が指摘されてきた。そこで、「統計学Ⅰ」
の授業実践について２名の担当者からの報告に基づき、授
業改善のための検討会を実施した。

◆商学部◆

　商学部は、商学部ファカルティ・ディベロップメント委
員会によるファカルティ・ディベロップメント活動を行う
とともに、専任教員参加によるファカルティ・ディベロッ
プメント教授研究会（講演会、討論会など）などを行って
いる。
　2013 年度の商学部ファカルティ・ディベロップメント
委員会は、7月 10 日（水）、9月 10 日（水）および 3月
14日（金）に開催した。商学部長から商学部ファカルティ・
ディベロップメント委員会に対して、商学部のカリキュラ
ムおよびシラバスについての定期的な検証を行い、その結
果を報告書として提出するよう諮問があり、その内容につ
いて検討が行われた。答申については年度末に受け取る予
定である。
　2013 年度のファカルティ・ディベロップメント教授研
究会は、商学研究科と共同で 2回開催され、多くの教員
が参加し、参加教員との活発な質疑応答があった。第1回：
2013 年 12 月 18 日（水）、講師：社会学部鈴木謙介准教
授、演題：「ソーシャルメディアとのつきあい方」。第 2回：
2014 年 2月 8日（土）、講師：国際学部平林孝裕教授、「本
学におけるアクティブラーニングの可能性と課題」。
　この他にも、教授研究会として、商学研究科と共同で教
員による研究報告会を行っており、教員の研究活動の活性
化を図っている。
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◆教育学部◆

　教育学部では、年 2回の FD研究会を計画しており、今
年度は2013年7月24日と2014年2月28日に実施した。
　第１回目は、本学部岡本哲雄教授による「大学教育の方
向性と教員養成について」をテーマに講演会を開催した。
前任校の経験を踏まえ、①「教職教育部」での経験と教育
学教育に携わることの意味について②総合大学で全学の教
職課程を担当する立場から経験した FDについて③大学が
向かう方向性と大学人の意識の持ち方、以上が主な内容で
あった。
　第 2回目は、本学部芝田正夫教授による「私立大学に

◆国際学部◆

　国際学部の FD 活動はどちらかといえば、「いかに教え
るか」よりは「何を教えるか」の議論が多かった。2013
年度が完成年次だったので、2014 年度に向けてカリキュ
ラム改訂とナンバリングを行った。これは大きな議論はな
く事務的作業の部分が多かった。また、初めて卒業生を出
すに当たり、また他大学からの移籍教員も多いので、関西
学院大学における学生の就職活動の実情とそれを演習担当
教員がどう支援したらよいのか、をキャリアセンターの方
からご説明いただき理解を深めた。さらに、初年次教育の
見直しとして、基礎演習のあり方を議論した。アカデミッ
クリテラシーを身につけるという目標が必ずしも達成され
ていない、少人数制（１クラス 20人未満）を維持するた
めに開講クラス数が多くなり、教員の負担が増え専門科目
の開講数が減っているとの懸念がだされ、来年度以降も議
論していくことになった。卒論を担当教員が教育目的のた
めに後輩学生や他の教員に見せることが、長い議論を経て、
認められた（2014 年度分から実施）。

◆教職教育研究センター◆

　本センターでは、文科省から求められている教職課程の
質の保証に対応して、計 3回の FD研修会を実施した。第
１回の研修会（6月 25 日・専任教員のみ）では、本年度
の「教育実習」（5月〜 6月を中心に約 400 名が参加）を
テーマとし、事前指導の在り方や今後の改善点などについ
て協議を行った。教育実習については、同省から大学によ
る教育実習指導体制の充実や評価の客観性が求められてい
ることを受け実習校確保の方法、指導体制の在り方などに
ついて意見交換を行い、今後も継続して検討していくこと
を確認した。第２回研修会 (11月９日・非常勤講師を含む )
では、同省の施策の中で本年度より新たに導入された「教
職実践演習」( 必修科目・秋学期履修 ) の授業内容・展開
上の課題について意見交換を行った。同科目は、含めるべ
き授業内容が多岐にわたるとともに複数の授業方法を実施

◆人間福祉学部◆

　人間福祉学部では、設置趣旨書の「教員の資質の向上
（FD）の方策」に基づき、2013 年度も学部 FD 委員会を
中心に FD活動を推進した。
　本年度の FDへの計画的な取り組みとしては、特に、(1)
シラバスの検証、(2)FD 研修会の実施、が挙げられる。
(1) 学生が授業の目的や全体像をよりよく理解できるよう
に、今年度はシラバス内容の精粗を極力なくすことに重
点を置き、FD委員会メンバーにより学部開講全科目の
シラバス記載内容を検証した。また、その結果を報告書
にまとめ、10月 31日に学部教員対象の FD研修会を開
催した。コンビーナより検証結果を報告し、良い事例に
ついて共有するとともに、今後の継続的なシラバス内容
向上のための意見交換を行った。さらに、研修会資料に
ついては２０１４年度の授業担当者全員へ出講資料と共
に配付し、シラバス作成の際に活用いただくよう依頼す
るなど、組織的に取り組みを進めた。
(2)上述の研修会の他、3月5日にはFD活動の一環として、
「性別越境者としてのプライド〜「性同一性」という「障
害」を越えて〜」をテーマに学部教員対象の人権研修会
を開催した。
　上記の他、授業調査を実施し、その結果を元に教員間で
ふりかえりを行うなど、今後も学生の学びをより深める方
法について、学部として継続的に検討していきたいと考え
ている。

　第 3に、学部の初年次教育委員会と基礎演習担当者に
よる「基礎演習」に関する FD 研修会を実施した。「基礎
演習」担当者に授業実践について報告してもらうとともに、
「基礎演習」が抱えている問題点について話し合ってもらっ
た。さらに「基礎演習」の指導内容や問題点・要望などに
ついてアンケート調査を実施した。今後、このアンケート
調査の結果を基にして、初年次教育委員会で、「基礎演習」
の授業改善について検討していく予定である。

おける教員養成教育について―政府・文科省の政策動向を
見すえて」と題して、①教員養成教育をめぐる最近の政策
動向②教育学部において今後求められること③幼稚園教員
（保育士も含めて）の養成についての情報提供を中心に行っ
た。
　FD研究会での学びや交流に加え、教授会メンバー全員
による懇談会や基礎ゼミや実習科目の担当者会を通して、
教育学部の抱える課題が教職員間で共有されてきた。なか
でも基礎演習や研究演習のようなゼミのあり方、LAの活
用、授業調査の活用といった課題への取組みは、今後の
FD活動の活性化につながっていくことが期待されている。
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◆共通教育センター◆

　当センターは全学科目の提供部署との連携・調整による
提供カリキュラムの質的向上と、初年次教育を中心とした
授業・学習支援などに取り組むため、2010 年 4月に発足
しました。当センターでは発足以来、全学科目体系の整備、
初年次教育科目「スタディスキルセミナー」の提供、ラー
ニング・アシスタント（Ｌ . Ａ .）制度の運用を主なＦＤ
の取り組み事項として推進してきました。
　2013 年度は上記取組の推進と改善に加え、新たに（1）
アクティブラーニングを全面導入した「グローバルキャリ
アデザイン入門」の提供、（2）Project	Based	Learning の
推進を視野に入れた「社会連携プロジェクト」の科目開発
を行ってきました。以下、今年度より着手したＦＤの取り
組みについて言及します。
　（1）は「グローバル人材育成推進事業」との関係で新
規開講しました。アクティブラーニングの推進を意図し、
ほぼ毎回グループワーク形式の授業、次回授業に向けた授
業時間外課題を課すといった実験的な取組を行ってきまし
た。また、加速度的に進展するグローバル化社会の１０年
後を見据えて作成した大学４年間の学修計画（キャリアデ
ザインシート）を独自の学修ポートフォリオ（開発はグロー
バル人材育成推進事務室）と連携させ、学期末に学生がセ
ルフチェック、担当教員がコメントを返すといった取組も
開始しています。
　（2）は学生の課題発見・解決力の育成を主眼におき、
2014 年度から「社会連携プロジェクト」として新規開講
するための準備を行ってきました。また、この取り組みと
並行し、2014 年度に西宮上ケ原キャンパスにて開設され
る「ラーニング・コモンズ」等の空間設計でアクティブラー
ニングのさらなる推進にも取り組んできました。
　共通教育センターでは、以上のような学生の主体性を育
む参加型授業の提供や学習環境改善への取り組みにより、
学生の学習意欲を喚起し、授業を活性化することを通じて、
今後も教育の質の向上に取り組んでいきたいと考えていま
す。

◆言語教育研究センター◆

　2013 年度、言語教育研究センターでは、授業改善のた
めいくつかの FD活動を行った。

◆スポーツ科学・健康科学教育プログラム室◆

　2013 年度スポーツ科学・健康科学教育プログラム室で
は以下のＦＤ活動を行った。
　（1）関西五私大体育研修会への参加
　2013 年 11 月に立命館大学（びわこ・くさつキャンパス）
で開催された関西五私大体育研修会に、本プログラム室の
室長、副室長が参加した。本研修会は関西学院大学、関西
大学、同志社大学、立命館大学、龍谷大学の関西五私大で
構成された研修会であり、年に一度互いの保健体育教育に
関する情報を共有し合うことにより、よりよい教育・研究
を目指すことを目的に開催されている。「教養スポーツ科
目の現状・教学的意義について」、「複数キャンパスにおけ
る教養スポーツ科目の運営について」というテーマに基づ
き、室長が本学の現状報告を行い、他大学との情報共有を
行った。
　（2）授業展開方法に関する懇談
　例年通り、本プログラム室構成員の授業を他の構成員が
見学し、その後、授業展開方法に関して懇談するという機
会を複数回設けた。主な懇談事項は、受講生への安全管理、
受講生が意欲的、積極的に授業に取り組むための授業展開
上の工夫と改善等である。また、指導法に関する議論だけ
でなく、安全管理上必要な用具、設備に関しても意見交換
をし、受講生の安全を確保する環境づくりに努めた。
　その他にも、スノースポーツにおける指導技術の向上の
ため、2014 年 1月に実施されたスノーボード研究会冬期
研修会（スノーボード研究会主催、全国大学体育連合後援）
にプログラム室構成員 2名が参加した。本研修会への参
加は、本プログラム室提供科目「余暇生活学演習Ｄ冬期ア
ウトドア」の指導において大いに役立っている。

する必要があるところから、出席者が共通理解を図り後半
の授業に備えた。第３回研修会は、教職課程研究懇話会(12
月 20 日 ) の中で行った。学習指導要領の大幅な改訂のも
と教育内容の変化が著しい理科教育法の実践方法について
授業担当者から発表がなされ、その後全員 ( 非常勤講師を
含む ) で意見交換を行った。

　まず、言語教育研究センター共同研究「大学における言
語コミュニケーション教育ならびに言語文化教育のカリ
キュラム・教材の開発と研究」である。
　最近の学生による授業アンケートの結果においても、英
語・フランス語・ドイツ語・中国語・朝鮮語・スペイン語
の各言語において、出席状況、学習時間、学生の授業への
取り組み、教員の授業の工夫、満足度などについてほぼす
べての項目について良好な結果を得ている。それを踏まえ、
さらなる授業の改善を図るために、各言語ごとにより充実
した言語教育のカリキュラムや教材の開発研究を行ってい
る。それぞれ、共通教材や学習メソッドを開発したり、各
種メディアの利用を検討した。
　また、本年度の言語教育研究センター研究会 (2014 年
２月 20日 ) においては、英語の種々の教育実践について、
３名の英語常勤講師	(R.	Higgins 氏、D.	Lees 氏、L.	Rogers
氏 ) 及び３名の言語特別講師 (S.	Gilfert 氏、O.	Rose 氏、A.	
Sowter 氏 ) が共同研究の成果を報告した。
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◆キャリア教育プログラム室◆

　キャリア教育プログラム室では、(1) インターンシップ
関連科目、(2)キャリアゼミについてFD活動に取り組んだ。
　(1) インターンシップ関連科目の「社会の中での自分（イ
ンターンシップ講義）」（春学期）と「ソーシャルスキルと
チームワーク（インターンシップ演習）」（秋学期）は、主
に NKS 能力開発センター・紀伊國屋書店等に委託して実
施しており、開講クラス数も多い。これらクラスを担当し
た講師間の意思疎通を測り次年度への改善につなげるた
め、それぞれ学期終了後、NKS 能力開発センター、紀伊
國屋書店、キャリア教育プログラム室が一堂に会しての検
討会議を開催している。ここで共有された学生による授業
評価の結果や講師の意見を元に、講義内容や演習方法の改
善、テキストの改訂を行っている。
　(2) キャリアゼミは集中科目として開講されている少人
数・合宿形式のプログラムである。プログラム終了後、担
当教員を中心として、運営サイドとして気付いたこと、学
生の評価や理解度、満足度などから改善点を洗い出し、次
年度の開催に向けての検討会を行っている。学年によって
学生の気質・傾向も少しずつ異なるため、毎年、学生の様
子を見ながら改善を繰り返していきたい。

◆日本語教育センター◆

　日本語教育センターでは、2011 年 4月のセンター設立
以来、学部留学生、大学院留学生、交換学生に対する日本
語科目を提供している。本学の「グローバル人材育成推進
事業」採択に伴い、2013 年度より「グローバルスタディー
ズ科目」の一部を新たに提供している。
　学部留学生対象科目では、コーディネーターおよび科目
チーフ担当者が作成したシラバスに基づき、全クラス共通
の授業内容を実施している。各学期授業開始前と終了後に
講師会議を開催し、授業内容の徹底、および科目担当者に
よる意見交換を行っている。授業アンケートは本センター
独自の質問票によるものを実施し、問題点の改善を行って
いる。
　交換学生対象科目では、コーディネーターが科目担当者
から月末報告書の提出を受け、年々増加する交換学生に対
するきめ細やかな指導の実施に努めている。授業アンケー
トについては、在学期間の短い交換学生の要望や問題点に
すばやく対応できるよう、本センター独自の質問票により
学期途中と学期末に 2回実施している。
グローバルスタディーズ科目についても、専属コーディ
ネーターを選定し、新規開講科目の円滑な運営に努めた。
　教員対象の FD活動として、関学日本語教育研究会を年
2回実施し、教員による研究発表や実践報告を行っている。
また、『関西学院大学日本語教育センター紀要』を毎年発
行し、教員の研究活動や教育実践の成果を公開している。

◆人権教育研究室◆

　人権教育研究室長室会を人権教育における FD推進の中
核として位置づけ、その主導の下で本年度は次のような取
り組みを実施した。第１に、４月に教職員対象人権研修プ
ログラムと題し、新たに赴任した教職員を主対象に人権を
テーマにした研修と大阪人権博物館への見学を実施し、本
学における人権教育の実情、建学の精神・スクールモットー
と人権教育との関連について理解を深める機会を持った。
第 2に、人権に関する様々なテーマを取り上げた研究会、
人権教育研究室指定プロジェクトの報告会を随時実施し、
人権教育担当者のみならず教職員としての力量向上の場と
した。参加者が限定的なので、広報を含めて再検討する必
要性を認識している。第 3に、各学部より新任教員から
人権教育科目運営委員を選出していただき、担当人権科目
の授業に毎回出席、代表者と共に授業運営に携わって、人
権問題についての理解を深めてもらっている。最後に、3
月に本年度および次年度の人権教育科目担当者（上記運営
委員含む）の連絡会を実施し、教授方法改善も含めて情報・
意見交換を行なった。受講者が大人数ゆえの授業運営の難
しさが指摘されており、引き続き検討課題にしたい。今後
は「関西学院大学人権教育の基本方針」自体の周知を図り、
それを土台にした教職員間の相互啓発により本学の人権教
育の深化を図っていきたい。

◆国際教育・協力センター◆

　国際教育・協力センター開講の科目に関しては、原則と
して全科目において授業評価アンケートを実施しており、
その結果を執行部会で共有し、次年度以降の開講科目の授
業改善に活用している。
　授業評価の結果では、「この科目を進行する担当者の声
の大きさや話し方は適切であった」という項目のみ、全学
平均を下回った。これは海外協定校から来日している交換
留学生を対象とした科目を中心に、英語で授業を実施する
科目を多く開講しているためだと考えている。今後、英語
で開講する科目の増設を予定しており、この項目の評価を
高めることができるよう改善していきたい。その他の項目
については、全学平均を上回る評価を得た。
　各種派遣留学プログラムに関しては、独自の留学プログ
ラム評価アンケート実施により、派遣学生の留学前・留学
後の外国語運用能力試験のスコアアップ率などを集計し、
それらを元に各プログラムを実施している協定校担当者と
連携を取りながら、授業の内容、方法等についての改善に
取り組んでいる。
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講演会・ワークショップの開催

　FD フォーラム：「アクティブ・ラーニングの組織的な取り組み」
～社会学部・経済学部・国際学部の事例紹介～

＜概要＞

開催日時：2013 年 10 月 30日（水）17:00 〜 18:30

講　　演：大岡　栄美氏（関西学院大学　社会学部准教授）

　　　　　栗田　匡相氏（関西学院大学　経済学部准教授）

　　　　　宮田　由紀夫氏（関西学院大学　国際学部教授）

開会挨拶：村田　治氏（関西学院大学　高等教育推進センター長）

司　　会：北村　昌幸氏（関西学院大学　高等教育推進センター副長）

　昨年 10月 30 日に関西学院会館にて、専任教職員を対象とした FDフォーラム「アクティブ・ラーニングの組織的な取

り組み〜社会学部・経済学部・国際学部の事例紹介〜」を開催いたしました。

　まず、社会学部の大岡准教授より、「社会学部研究演習・社会調査実習の運営－事例報告」と題して、社会学部が 1年次

の基礎演習から、インターミディエイト演習、研究演習と、実質 4年間のゼミナールを必修にしている現状と、大岡准教

授が 3、4年次での研究演習で実践されている、本学の LMSである LUNAの活用や、地域との連携などのアクティブ・ラー

ニングの取り組みについてご講演いただました。

　次に経済学部の栗田准教授より、「経済学部のゼミ教育・キャリア教育の取り組みと課題」と題して、経済学部における

教育支援体制や、1年次での基礎演習から 4年次の研究演習までに至るゼミナール教育に関する取り組み、2年生を中心と

したキャリア教育に関する取り組みについてご講演をいただきました。

　最後に国際学部の宮田教授より「国際学部におけるアクティブ・ラーニングの組織的な取り組み」と題して、国際学部の

各教員のアクティブ・ラーニングの取り組み状況のご紹介と宮田教授が 1年次基礎演習で実践されているグループ学習の

取り組みについてのご紹介がありました。

　質疑応答も活発に行われ、終了後のアンケートでは「ゼミ等でのグループワークをもう一度導入することを検討してみよ

うと思った」や「各学部の取り組みがわかっていなかったので、参考になった」などの回答が寄せられ、非常に有益なフォー

ラムとなりました。なお、講演の詳細は、「関西学院大学	高等教育研究第４号」をご覧ください。

高等教育推進センター第３回 SD 講演会
「慶応義塾の経営改革と私の取り組んだ業務・伝えたいこと」

＜概要＞

開催日時：2013 年 11 月 22日（金）17:00 〜 19:00

講　　演：原　　邦夫氏（財団法人　国際医学情報センター常務理事・事務局長）

開会挨拶：村田　治氏（関西学院大学　高等教育推進センター長）

司　　会：平林　孝裕氏（関西学院大学　高等教育推進センター副長）

講師紹介：澤谷　敏行氏（関西学院大学　国際連携機構事務部長）

　昨年 11月 22日に大学図書館ホールにて、専任教職員を対象とした SD講演会

「慶應義塾の経営改革と私の取り組んだ業務・伝えたいこと」を開催いたしました。

　まず慶應義塾の建学の精神にある「半学半教」についてご紹介をいただき、その後、慶應義塾の 1995 年以降に行なわれ

た改革の流れを、組織の再編成、人事制度の再構築、業務の再設計などテーマにまとめ、ご講演をいただきました。

　改革の中で求められる大学職員として、これからは一つか二つ、専門的な得意分野を持つことの必要性について述べられ、

自分の得意分野が何かを探り、その得意分野において専門性を深めてもらうために、入職後 10年で 3部署の異動を経験す

る政策を実行されたとのことです。次に、人的ネットワークの構築の重要性についても述べられ、学内者だけでなく、学外

者とも積極的に関係を築くことで、新たな情報や知識を得て、自分自身を向上させることができることや、中長期・短期の

ミッションの提示、OFF-JT より OJT 重視すること、組織横断的なワーキンググループや教職協働の促進の重要性などにつ
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いて述べられました。

　最後に、「問題の発見」→「要因分析」→「今後の方向性・諸条件を検討」→「提言・代替案」→「実行」といったフロー

は、難易度の差こそあってもすべての職員が実行できる状態が良く、そういう動きになれば、上司は真剣に検討する体制を

つくり、それが良いサイクルで回れば効果が上がると述べられました。

　質疑応答も活発に行われ、終了後のアンケートでは、「改革に向けた取組や考え方」や「改革の継続性」が参考になった

との回答が多く寄せられ、非常に有益なＳＤ講演会となりました。なお、講演の詳細は、「関西学院大学	高等教育研究第４号」

をご覧ください。

FD ワークショップ「TurningPoint を利用した能動型授業のススメ」

＜概要＞

開催日時：2013 年 12 月 5日（木）15:10 〜 16:40

講　　演：佐々木　詠美氏（キーパッド・ジャパン株式会社）	

　昨年 12月 5日に本部棟会議室にて、教職員を対象とした FD

ワークショップ「TurningPoint を利用した能動型授業のススメ」

を開催いたしました。

　TurningPoint は、高等教育推進センターで貸出を行なっているクリッカーシステムで、多人数の授業においても双方向

で授業を実施することができ、アクティブラーニングでの活用も期待されています。

　本ワークショップでは、スライドで質問を作成するプレゼンテーションの準備や、集計結果の表示などの授業における活

用方法や、授業後に集計結果をレポートとしてエクセルに出力して、資料として活用する方法などの基本的な操作をハンズ

オン形式で講習いただきました。

　ワークショップ終了後には、早速講演会や授業でご利用いただき、「90分の授業で、学生が集中力を持続するのは難しい

ので、いい切り替えができるのではないか」、「授業内で質問を行ない、その結果をすぐに見ることによって、学生の理解度

を測るのに有効ではないか」などの感想をいただきました。

お知らせ
2013 年度「高等教育推進センター Best Contribution 賞」が決定

　高等教育推進センターが、本学の教育力向上への貢献を行なった個人・団体
を顕彰する Best	Contribution の表彰が 3月 18 日に行なわれ、アカデミックコ
モンズ活性化委員会にクリスタルトロフィーを贈呈しました。
　アカデミックコモンズ活性化委員会は、2013 年 4 月に神戸三田キャンパス
に開設されたアカデミックコモンズにおいて、知的好奇心をかきたてるアクティ
ビティなど、学生に学びのきっかけを創出するための企画を、教職員一体となっ
て展開しています。例えば、毎週水曜日に、教職員や学生との新たな気づき・
出会いの場を創出する「CRESCENT	HOUR」などを開催しています。
　代表でトロフィーを受け取った巳波アカデミックコモンズ活性化委員会コン
ビーナー・理工学部教授は「アカデミックコモンズは、学生が様々な人々との
出会いやディスカッションなどを通して、主体的に学び、何かを創り出し、それを世の中へ発信していく、そのような活動のた
めの空間です。学びの楽しさを再発見できる活動の拠点であるアカデミックコモンズをこれからもさらに盛り上げていきたい。」
と話しました。


